
３　参加薬局数と報告件数の増加について

１）患者のための薬局ビジョン ～「門前」から「かかりつけ」、そして「地域」へ～
　厚生労働省は２０１５年に、かかりつけ薬剤師・薬局の機能や、２０３５年までの長期の姿を見

据えた薬局の再編の姿として「患者のための薬局ビジョン～『門前』から『かかりつけ』、そして『地

域』へ〜」を取りまとめた。その中の、「第２ かかりつけ薬剤師・薬局の今後の姿」において、か

かりつけ薬剤師がその役割を発揮し、患者が医薬分業のメリットを十分に感じられるようにするた

めに、調剤事故やインシデント事例の発生を防ぐための安全管理体制の確保等を行うことが求めら

れている。この実現のために、厚生労働省は「患者のための薬局ビジョン推進事業」を運営し、

２０１７年には、「患者のための薬局ビジョン」実現のためのアクションプラン検討委員会が、薬

剤師・薬局が抱える現状の課題とその解決のための方策、参考となる事例及び、医薬分業の質を評

価するためのＫＰＩ（Key Performance Indicator）の検討も併せて行い、「『患者のための薬局ビジョ

ン』実現のためのアクションプラン検討委員会報告書～かかりつけ薬剤師・薬局となるための具体

的な取組集～」を取りまとめた。その中の「第２　薬局の取組の全国的な進捗状況を評価するため

の指標（ＫＰＩ）の設定−４ 薬学的管理・指導の取組を評価できる指標」において、プレアボイ

ドや、医療安全対策推進事業（ヒヤリ・ハット事例収集）への事例報告等の取組の実施の有無が挙

げられた。また、薬局としての体制整備に係る指標として、実際のアウトプットである患者の薬物

療法の安全性・有効性の向上につながる薬学的管理・指導の取組を評価できる指標が最も重要とさ

れ、具体的には、「第３　かかりつけ薬剤師・薬局が持つべき機能と具体的な取組」において、プ

レアボイドの取組を薬局でも行ったり、公益財団法人日本医療機能評価機構が実施する薬局医療安

全対策推進事業（ヒヤリ・ハット事例収集）へ事例の報告を行ったりすることが有効な手段となり

得るとされた。

　これに関連して２０１７年１０月６日には、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確

保等に関する法律施行規則に基づく薬局機能情報提供制度が改正され、「第２　提供サービスや地

域連携体制に関する事項　２　実績、結果等に関する事項」として「（２）医療安全対策の実施　（i）

略　（ii）医療安全対策に係る事業への参加の有無」が新設された。このように、２０１７年以降、

薬局の本事業への参加が制度上促進され、薬局が積極的に参加することが期待される状況となった。

２）平成３０年度診療報酬改定
　平成３０年度診療報酬改訂の議論が進む中で、２０１７年１２月に開催された中央社会保険医療

協議会総会において、平成３０年度診療報酬改定に対する二号（側）委員の意見として、調剤報酬

に関し、医薬品の適正使用、医療安全確保に向けた病診薬連携、薬学的管理・指導の充実等を基本

とする取組みが求められた。同月まとめられた「平成３０年度診療報酬改定の基本方針」において

も、「２．改定の基本的視点と具体的方向性　（１）地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化・

強化、連携の推進【重点課題】」の中で、「○かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師・

薬局の機能の評価」として「・患者に対する薬物療法の有効性・安全性を確保するため、服薬情報

の一元的・継続的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導が行われるよう、かかりつけ薬剤師・薬

局の評価を推進。その際、薬剤調製などの対物業務に係る評価や、いわゆる門前薬局・同一敷地内
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薬局の評価を適正化。」が示された。

　２０１８年１月１２日には、厚生労働大臣から中央社会保険医療協議会会長に対し、社会保障審

議会で策定された「基本方針」に基づき平成３０年度診療報酬改定案の調査･審議を行うよう諮問

された。これを受けて同会議において議論が整理され、整理案の中では、「Ⅰ 地域包括ケアシステ

ムの構築と医療機能の分化・強化、連携の推進　Ⅰ－２ かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かか

りつけ薬剤師・薬局の機能の評価」において、「（９）地域医療に貢献する薬局について、一定時間

以上の開局や医薬品の備蓄品目数等に加えて、薬物療法の安全性向上に資する事例の報告や副作用

報告体制の整備を要件とするほか、処方せん集中率が高い薬局等を含めて、夜間・休日対応等の地

域支援の実績等を踏まえた評価を新設する。これに伴い、基準調剤加算を廃止する。なお、医療資

源の乏しい地域の薬局については、当該地域に存在する医療機関が限定されることを踏まえ、調剤

基本料の特例対象から除外する。」とされた。これを踏まえ、答申がまとめられ、「Ⅰ－１ 地域包

括ケアシステム構築のための取組の強化　Ⅰ－２ かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ

薬剤師・薬局の機能の評価」において、「⑦ 地域医療に貢献する薬局の評価」として、かかりつけ

薬剤師が機能を発揮し、地域包括ケアシステムの中で地域医療に貢献する薬局の施設基準について、

「（１０）当該保険薬局以外の医療従事者等に対し、医薬品に係る医療安全に資する情報の共有を行

うにつき必要な体制が整備され、一定の実績を有していること。」が盛り込まれ、薬物療法の安全

性向上に資する事例の報告や副作用報告体制の整備が要件になった。そして、「地域支援体制加算

３５点」が新設され、従前の「基準調剤加算」は廃止された。

３）参加薬局数および報告件数の推移
　厚生労働省による「平成２８年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成２９年度調査）」

によると、従来、「基準調剤加算」の施設基準は２０１７年６月時点で２９．９％の薬局が届け出て

いることが示されており、これは約１７，０００薬局に相当する。一方で、診療報酬改定の議論が

進んでいた時期である２０１６年末の参加施設は８，７００施設であったこと、「基準調剤加算」廃

止後の「地域支援体制加算」を算定することを希望する薬局が多くあることから、２０１７年末か

ら２０１８年にかけて、我が国の相当数の薬局が本事業に新たに参加することが見込まれ、後述す

るように実際に参加薬局数は急増した。

　また、上記答申において、「（１０）当該保険薬局以外の医療従事者等に対し、医薬品に係る医療

安全に資する情報の共有を行うにつき必要な体制が整備され、一定の実績を有していること。」と

されたように、ヒヤリ・ハット事例の報告を行う等の実績が求められていることから、参加薬局数

の大幅な増加と相まって、ヒヤリ・ハット事例の報告件数も２０１８年に向けて大きく増加するこ

とが期待できる状況となった。本事業で過去に最も報告件数が多かったのは、事業開始２年目にあ

たる２０１０年の１２，９０４件（２０１０年末の参加薬局数は３，４４９施設）であった。実際に

２０１７年末頃から報告件数は増加し、２０１８年になると月あたり２，０００件〜４，０００件で

推移し、４月末には２０１０年の報告件数を超え、その後も同じ程度の報告件数が続き、第１９回

報告書では、２０１８年６月末時点の参加薬局数は２４，２０６施設、２０１８年１月～６月の報

告件数は２０，５８４件であったことを報告した。このように、薬局に関する様々な制度の見直し

や調剤報酬の改定が大きく影響し、２０１８年１２月末の参加薬局数は３３，０８３施設、７月〜
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１２月の報告件数は５９，３８９件となった。今後は、それらの見直しや改定の趣旨を十分満たす

ように本事業の成果を充実し、薬局においてその成果が活用されることにより薬物療法の安全が確

保されるように支援していくことが本事業にとって重要な課題となっている。

４）�平成３０年度 調剤報酬改定後の「地域支援体制加算」の算定状況及び本事
業への参加薬局数・報告数との関係

　先述したように、平成３０年度 調剤報酬改定において、従前の「基準調剤加算」は廃止され「地

域支援体制加算」が新設されるとともに、薬物療法の安全性向上に資する事例の報告や副作用報告

体制の整備が算定の要件となった。改定後は、その算定状況に関し、いくつかの団体や民間企業が

調査を行った結果が報道されている。それらの報道ではおおむね共通して、①「調剤基本料１」を

算定している薬局については、その多くが「地域支援体制加算」を算定していること、②２０１７

年４月以降「地域支援体制加算」を算定した薬局の殆どは、「調剤基本料１」を算定している薬局

であったこと、③「調剤基本料１」を算定していない薬局が「地域支援体制加算」を算定すること

は困難な現状があり、その理由としては、「地域医療に貢献する体制を有することを示す相当の実績」

として８項目の要件を満たすことが困難であること、等が報道された。当該８項目とは、次の（１）

～（８）である。（https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12400000-Hokenkyoku/00001�

97985.pdf）

　（１）夜間・休日等の対応実績	 400回

　（２）麻薬指導管理加算の実績	 10回

　（３）重複投薬・相互作用等防止加算等の実績	 40回

　（４）かかりつけ薬剤師指導料等の実績	 40回

　（５）外来服薬支援料の実績	 12回

　（６）服用薬剤調整支援料の実績	 １回

　（７）単一建物診療患者が１人の在宅薬剤管理の実績	 12回

　（８）服薬情報等提供料の実績	 60回

　この他の算定要件として、「医療安全に資する体制・取組実績」として、「前年１年間（１月１日

～１２月３１日）に、疑義照会により処方変更がなされた結果、患者の健康被害や医師の意図した

薬効が得られないことを防止するに至った事例を提供した実績を有し、薬局機能情報提供制度にお

いて「プレアボイド事例の把握・収集に関する取組の有無」を「有」としていること。」「副作用報

告に係る手順書を作成し、報告を実施する体制を有していること。」が求められた。このうち「プ

レアボイド事例の把握・収集に関する取組」を「有」とするために、本事業に参加し、プレアボイ

ド事例を報告した薬局が多いと考えられる。実際に、平成３０年１２月１８日付 厚生労働省保険

局医療課事務連絡「疑義解釈資料の送付について（その１０）」の別添において、地域支援体制加

算に関し「問１ ｢地域支援体制加算の施設基準に係る届出書添付書類｣（様式８７の３）の「１９ 

プレアボイド事例の把握・収集に関する取組の有無」を「あり」とするために、薬局ヒヤリ・ハッ

ト事例収集・分析事業への事例報告（公益財団法人日本医療機能評価機構（以下「機構」という。）

が実施）を行おうとする場合、事前に機構に参加薬局として登録（本登録）する必要があるが、今

年度（平成３０年度）は、登録しようとする薬局数が多く、仮登録から本登録までに数ヶ月を要し
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ている。既に参加登録の申請をしたにも関わらず本登録までに時間を要し、平成３０年１２月末ま

でに機構に事例報告を行うことが困難な場合、どうすれば良いか。」が設定されその回答が示され

ているように、薬局の関心が高いと考えられる。

　このように、調剤報酬の改定が契機となり本事業への参加が促進されることとなったが、実際の

地域支援体制加算の算定の状況については、先述した民間企業の調査では、２０１８年の半ばの時

点、つまり改定後間もない時期の調査ではあるが、改定前に「基準調剤加算」を算定していた薬局

は約１６,０００施設であること、これが廃止され改定により新たに創設された「地域支援体制加算」

を算定している薬局は約１５,０００施設程度であり、約１,０００施設の減少であったこと、「地域

支援体制加算」を算定している薬局の９９．８％は「調剤基本料１」を算定していること等が公表

された。このように、改定後間もない時期とはいえ、「地域支援体制加算」を算定している薬局数

は本事業に参加している３３，０８３施設の半分弱であり、両者には大きな乖離がある。また、先

述したように、「基本調剤料１」を算定している薬局以外の薬局が８項目を満たすことが困難であ

る現実があることも併せて考慮すると、最近本事業に参加した薬局の多くが未だ地域支援体制加算

を算定しておらず、かつ今後も算定することが容易ではない可能性がある。そうなると、本事業に

参加している薬局の多くが地域支援体制加算を算定していない状況が続くことも考えられる。一方

で、本事業は薬局の医療安全の推進を目的としていることから、調剤報酬の算定の有無とは関係な

く、参加薬局からヒヤリ・ハット事例の報告が継続的に行われる必要がある。そこで本事業では、

調剤報酬の改定により参加薬局数が大きく増加したことを好機として、プレアボイド事例を含む多

くのヒヤリ・ハット事例の継続的な報告を促進し、薬局の医療安全が向上するよう努めることとし

ている。

４　国際会議等における情報発信や情報収集

　本財団並びに本事業及び医療事故情報収集等事業、産科医療補償制度、病院機能評価事業等は、近

年海外からの注目が高まり、講演等の機会を多く頂いている。今後も国際的な医療安全の潮流の形成

に参加し、本財団の実績や我が国の医療安全活動の実績を持って好影響を与えるべく取り組んでいき

たい。本報告書では、主として２０１８年の中期に参加した会議を中心にその概要を紹介する。

１）2018 BOʼAO CN-HEALTHCARE SUMMIT 
　２０１８年４月２５日～２８日に、ＩＳＱｕａの要請に基づき、中国海南省で開催された2018 

BOʼAO CN-HEALTHCARE SUMMITにおいて招待講演を行い、本財団の運営する事業、特に医療事

故情報収集等事業、産科医療補償制度、病院機能評価について説明する際に、本事業についても言

及した。現在中国では、新たに開始された健康政策の枠組みの中で、漢方、鍼灸等の伝統医療（Ｔ

ＣＭ）の推進に取り組んでいる。伝統医療（ＴＣＭ）の提供については、有効性のみならず、質や

安全も今日的な課題となっており、後述する８月７日に中国広東省深圳で開催されたＷＨＯの伝統

医療の会議はこのことを課題としている。次に、本会議の概要を述べる。

　中国では、政策上国民の健康に関する関心が高まっており、現在、すべての政策の中で最重要課

題のひとつに位置付けられている。２０１６年には中国共産党中央委員会の習近平総書記が召集し
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た中央政治局会議に建国以来発の中長期的健康増進政策である“Outline of Health China 2030” が

審議され、中国共産党中央委員会と国務院が同政策を公表した。また、“Outline of Health China 

2030”は、２０１６年に開催された、第１２期全国人民代表大会第４回会議において採択された「中

華人民共和国国民経済・社会発展の第１３次５ヵ年計画綱要」において、「教育健康分野 第１４篇 

国民全体の教育と健康の向上 第６０章 健康中国の実施」に記述されている。同政策は“Health for 

All and All for Health”をスローガンとして掲げている。そして、①健康に優先度を与えること、②

イノベーション、③科学的開発、④公平・公正の４つの原則に基づいている。③科学的開発には、

予防を第一とし、治療との連携を図り、中国の伝統医療（ＴＣＭ）と西洋医学の両方を支援するこ

ととされている。２０１５年に国連は“2030 Agenda for Sustainable Development”をアジェンダと

して採択し、それには１７の持続可能な開発目標、１６９の関連するターゲット及び２３１の指標

が含まれており、“Health China Planning Outline”はこのアジェンダの達成にも資するものとされる。

　“Outline of Health China 2030”では中心課題として、①すべての人のための健康な生活、②ヘル

スケアサービスの最適化、③医療保険制度の改善、④健康な生活環境の整備、⑤健康産業の育成を

掲げ、そのために⑥取り組みを支援する仕組みの構築、⑦組織の強化と実践、に取り組むこととさ

れている。そのうち、②ヘルスケアサービスの最適化で取り組む事項としては、ア）質の高い、効

率的な医療の提供として、i）医療提供体制の改善、ii）医療内容の高度化、iii）医療の質と能力の

改善が示されており、iii）医療の質と能力の改善については、（１）世界有数の医療の質管理シス

テムの構築、（２）質管理のための情報基盤の構築、（３）特に医師に対する暴力の取り締まり、に

取り組むこととされている。また、イ）中国伝統医療（ＴＣＭ）として、次の内容が示されている。

i.	 　伝統医療（ＴＣＭ）の能力向上

	 ◦　専門家の育成

	 ◦　�都市部、非都市部のいずれの地域においてもプライマリケアにおいて伝統医療を提供す

る

	 ◦　全ての地域のヘルスセンターで伝統医療を提供する部門を設置する

ii.	 　伝統医療による予防と健康維持

	 ◦　伝統医療に基づく予防プロジェクト

	 ◦　�標準的なサービスを提供する伝統医療に基づくヘルスセンターの社会的企業による開設

を促進する

	 ◦　�伝統医療を提供する病院や医師に対し、伝統医療を提供するヘルスセンターに対して、

専門的な支援、疾病回復支援を提供することを促す

	 ◦　国レベルの伝統医療の推進

iii.　伝統医療の保護とイノベーションの促進

	 ◦　伝統医療（ＴＣＭ）に関する保護とイノベーション促進のプロジェクト

	 ◦　伝統医療（ＴＣＭ）を保存するための知的財産権の確立

	 ◦　�主要で複雑な急性・慢性疾患の治療等のための伝統医療（ＴＣＭ）の技術及び治療法の

強化

	 ◦　国際的な伝統医療（ＴＣＭ）の推進

	 ◦　国際的な伝統医療（ＴＣＭ）に必要な栽培場に対する環境保護政策
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iv.�　�２０３０年までに伝統医療は主要疾患の治療やリハビリテーションにおいて独自の役割を担

うこととなる

　２０１８年の全国人民代表大会においても、２０１８年の重要活動任務の１つに位置付けられて

いる。このように、健康政策の中で医療の質や安全に関する関心が高まっている。ＩＳＱｕａは近

年、中国の病院団体との連携を強め、中国の会合におけるＩＳＱｕａからの講演の実施や、ＩＳＱ

ｕａが実施する教育プログラムへの中国の医療者の参加等に関し積極的に連携を図っている。

　中国海南省は、本年も１月にスイスで開催された世界経済フォーラム（ダボス会議）と類似した

会議である、“Boʼao Forum for Asia（ＢＦＡ）”（ボアオ・アジア・フォーラム）が開催されること

で有名であるが、２０１８年の同会合が４月８日～１１日に開催された直後の４月２５日～２８日

に、 同 じ 会 場 でChinese Research Hospital Associationと 海 南 省Health and Family Planning 

Commissionとの共催で、第６回 CN-HEALTHCARE SUMMITが“Health in All”をテーマとして開催

された。今回から病院管理団体や成長しつつある医療関連企業の参加を得て内容が充実し、同会議

は新たに“BOʼAO CN-HEALTHCARE SUMMIT”と称することになった（http://conference.cn-healthcare.

com/phphwt/english/engindex）。

　公的病院の改革が重要な課題になっており、その内容には、医療の質や安全を含んでいる。今次

サミットは、６つのフォーラムと１つの体験型ゾーンからなる７つの要素で構成された。それらは、

①ヘルスケアへの投資及び財務に関するフォーラム、②中国の民間病院による会議、③中国医療イ

ノベーションサミット及びＣＭＩＡ（Culture & Multimedia International Association）大会、④

医療の質・安全に関する国際サミット & ＱＣＣ（Quality Control Circle）大会、⑤２１世紀病院長

フォーラム及び中国病院管理大賞大会、 ⑥Healthy China and 健康関連産業発展サミット、⑦ヘル

スケア・イノベーション体験ゾーンの７つである。このうち、④医療の質・安全に関する国際サミッ

ト & ＱＣＣ（Quality Control Circle）大会は、広東省深圳市に設置された中国初の病院経営や管理

に関する研究所である清華大学Institute for Hospital Managementの創設者の一人であり副所長で

あるProf Liu Tingfangを会長として、同研究所及び氏が会長を務める中国病院質管理協会、ＩＳＱ

ｕａ等の企画によって開催された。清華大学Institute for Hospital Managementは、２０１５年に

米国ジョンズ・ホプキンス・ブルームバーグ公衆衛生学校と提携して、中国で初めての健康管理と

リーダーシップの公衆衛生の博士号プログラムを開始した。Prof Liu Tingfangは、日本の故石川馨

博士が開発、命名した品質管理手法であるＱＣサークル活動に学び、２００５年に中国の病院に対

してその理論や実践方法の教育を開始するとともに、中国病院質管理協会を創設してその会長を務

めるなどＱＣＣの普及に努めてきた。例えば、Blood and Bone Marrow China（ＢＢＣｎ）は

２０１３年に創設された慈善団体であり、献血者の確保など血液行政の不足を補う役割を果たして

いる。Tzu Chi Foundationの支援を得て「患者（Patient）－病院（Hospital）－学生・社会（Student/

Society）」のWin-Win関係を構築すべく取り組んできた。この関係はアリババの“Taobao shopping 

system”に似るとされる。ＢＢＣｎはＱＣサークル活動を医療現場に実践し、多忙な医療者を支援

するとともに不足している血小板をNanfang University Hospitalに効果的に供給している。大規模

な献血者の登録システムを構築して活用する方法は“Uber”の方法論を取り入れている。またＱＣＣ

全国大会に参加し、過去に全国１位と２位を受賞した実績がある。このようにProf Liu Tingfangが

日本に学び中国に導入したＱＣサークルが、多くの医療機関で質や安全の改善に寄与している。
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　セッションでは、ＩＳＱｕａ理事長であるWendy Nicklin氏（カナダ）が“Using Review to 

Improve Quality Assessment –Canadian Experience”という演題で病院の第三者評価について、行

政による医療監視等、他の制度と比較しつつその意義を講演した。その後、ＩＳＱｕａのＣＥＯで

あるPeter Lachman氏の講演に引き続き、ＩＳＱｕａの役員が演者を務める中で、本財団からも、

２名の役員が、病院機能評価事業と本事業の関連、本事業の成果、２０１８年 第３回閣僚級患者

安全サミット等について講演を行った。それらの具体的な講演内容は次の通りである。

（１）日本医療機能評価機構について
　◦　本財団が運営する病院機能評価事業の現況

　◦　病院機能評価事業における施設内データ収集の評価及び外部情報の活用の評価

　◦　�我が国の医療事故の原因分析と再発防止を担う全国規模の事業に医療事故情報収集等事

業、薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業、産科医療補償制度、医療事故調査制度があ

ること

（２）医療事故情報収集等事業について
　◦　医療事故情報収集等事業では、医療事故報告件数が増加していること

　◦　提供している数量的分析と質的分析の例

　◦　報告される具体事例（画像診断報告書の不十分な確認）

　◦　国立大学病院グループによる相互訪問の手法による医療安全管理体制の確認の取り組み

　◦　�２０１６年に行われた医療法施行規則の改正による特定機能病院の承認要件の見直し及び

具体的な内容

　◦　�２０１７年の医療法改正により、特定機能病院の機能として、高度の医療安全が追加され

たこと

　◦　医療安全情報の紹介及び海外への情報発信

　◦　医療事故情報及びヒヤリ・ハット事例データベースの活用

（３）産科医療補償制度について
　◦　産科医療補償制度の概要（審査、補償、原因分析、再発防止）

　◦　原因分析報告書に対する保護者及び分娩機関の評価に関する調査結果

　◦　産婦人科領域の訴訟件数の推移

（４）第３回閣僚級患者安全サミットについて
　◦　同サミットの歴史及び東京サミットの特徴

　◦　５つのパネルディスカッションの紹介

　◦　患者安全のための東京宣言の説明

（５）ＩＳＱｕａ関連
　◦　２０１８ ISQuaクアラルンプール会合の紹介

２）�The 4th WHO Working Group Meeting on Quality Assurance 
and Improvement of Acupuncture Service, Shenzhen, China, 
07-08 August 2018

　２０１８年８月７日～８日に、中国の深圳においてＷＨＯによる伝統医療の中でも鍼灸の質や安
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全に関する会議が開催された。議事の中で、本事業や医療事故情報収集等事業等、本財団が運営す

る事業に関して説明する機会を設けていただいた。会議の概要を次に記す。

　司会は、ＷＨＯのDr. Zhang Qi であり、出席者は、深圳市、専門家、ＷＨＯ（２名）など約２０

名であった。

Ⅰ　１日目（８月７日）の議事
１．出席者挨拶と自己紹介
　深圳市（複数）、Traditional Chinese Medicine Hospital, Shenzhen、The World Federation of 

Acupuncture International Society for Quality（北京）などの自己紹介のあと、WHO Traditional, 

Complimentary and Integrative Medicine（ＴＣＩ），Service Delivery and SafetyのDr. Zhang Qi 

より、直近のＩＣＤにTCI Medicine が盛り込まれたことや、伝統医療の中でもAcupuncture を

第一弾として、質保証・臨床・研修をパッケージとして提供できる仕組みを作成、普及したいな

どの挨拶があった。

２．第３回までの会議の振り返り
　１回目は上海（２０１４年１０月）、２回目はノルウェー（２０１４年１２月）、３回目はソウ

ル（２０１７年８月）で開催したことの報告や、ＷＨＯが作成したAcupuncture に関するアンケー

トを配布し、Acupuncture の安全性、有効性に関する文献調査の施行と調査方法の議論を行った。

その後、２０１７年９月～１１月にアンケート調査のパイロットスタディを行い、中国、韓国、

ノルウェー、英国において、様々な機能・規模の１３施設で調査を実施した。また、２０１７年

１２月～２０１８年５月には、アンケートの回答協力施設と確認を行い、パイロットスタディを

引き続き実施することや、アンケート項目の地域の実情に合わせた修正を行った。

３．パイロットスタディの発表と議論
　中国、ノルウェー、韓国、英国の順にパイロットスタディについて発表を行った。パイロット

スタディとは設問に対する回答であり、設問には例えば次の項目がある。

　１）回答した施設の情報

　２）職員の職種構成と員数

　３�）Acupuncture Service の質に関する規制の枠組みの有無（国レベルのストラテジーの有無等）

　４�）�Acupuncture Service の効果に関する事項（ガイドラインの有無、研究データベースへの

アクセス等）

　５）患者安全（インシデント報告システムの有無等）

　６）患者中心（患者教育システム、治療計画作成への患者参加、患者満足度調査の有無等）

　７）時宜を得た相談体制の有無（ＴＣＭと西洋医学日本で言えば病院一般、との連携）

　各国は程度の差はあるが、いずれの項目にも大規模施設では「有」とする回答が多かった。し

かし、小規模に開業している施設では「無」が当然多くなり、ばらつきの大きさが課題となった。

４．日本の医療安全確保の仕組み
　本財団の事業について、病院の第三者評価、医療事故情報収集等事業、薬局ヒヤリ・ハット事

例収集・分析事業、産科医療補償制度（無過失補償制度）などを説明した。出席者から以下の質

問があった。

薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業� Ⅲ　事業の現況
第２０回報告書�

Ⅲ

– 36 –



　・第三者評価にクリニックの参加を認めていないのはなぜか。

　・ＰＭＤＡとどのように連携しているか。

　・医療機器、医薬品以外の事故も報告できるのか。

　・安全の研修を提供しているか。

　・�医療の質の中で安全の価値が高いのはわかるが、それ以外の質の問題には取り組んでいない

のか。

　・医療事故報告を行っている施設は法令上の義務の施設と任意の施設とどちらが多いのか。

　・産科医療補償制度について訴訟が減少している理由は何か。

　・治療の開始遅れは医療事故情報収集等事業の報告対象となるか。

５．チェックリストの審議
　１５項目のチェックリストには次の項目がある。

　○チームの教育（チェックリストの活用）

　○患者の施術等の記録作成

　○診断（疾病分類に基づいた診断）

　○�治療（標準化されたプロトコール／

　　ガイドラインに基づいた施術の実施）

　○禁忌の知識

　○有害事象への対応の知識

　○患者安全（インシデント報告等）

　○患者教育

　○患者参加

　○針の管理（滅菌等）

　○感染予防

　○施術者の安全（手袋の着用等）

　○施術者の継続教育

　○患者満足度調査

　○�質改善プログラム（待ち時間の減少、

認定（Accreditation）、第三者評価）

　これらの１５項目のチェックリストについて、ドメイン分けする（“くくり”を作るイメージ）

こととなった。“くくり”のイメージは、おおよそ、①基本的事項、②患者安全に関する事項、③サー

ビス提供のためのマネジメントに関する事項、の３つ程度とする。今後、案を取りまとめて委員

とＷＨＯコラボレーションセンター等に意見を照会する。

　また、質や安全に関する社会の不安に応えるための方策の例として、無痛分娩の事故について、

専門家団体の協議会が、①情報提供、②教育・研修、③有害事象の報告と学習システムの運営の

三本柱で、質の低下に対する社会の不安に応えることが行われていることを紹介した。

II　２日目（８月８日）の議事
　２日目の会議には出席できなかったが、報告書“WHO Benchmark for Practice in Acupuncture”

の案に関する議論、文献調査の結果発表等が行われる予定となっていた。
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